
国別援助方針　別紙

2013年6月現在

基本方針
（大目標）

重点分野１
（中目標）

2012

持続的成長の促進（中所得国家への転換）

【開発課題への日本の対応方針】
運輸交通、エネルギーの両分野を柱とする経済基盤整備の推進を図るべく、我が国
が比較優位を有する地熱発電技術の適用も念頭に、電力施設の拡張・改修に対する
支援、また、橋りょうの整備、国際回廊上の物流円滑化などの域内統合にも資する
取組を積極的に行うことにより、持続的な経済成長の基礎構築を支援する。

プロジェクト名 スキーム

経済基盤整備

協力プログラム概要

期間
支援額

備考

【現状と課題】
ルワンダでは「VISION2020」の目標である2020年までの中所得国への転換を実現するために、年
平均で少なくとも7％の経済成長が求められており、「経済開発貧困削減戦略（EDPRS）」におい
ても、右成長を促すための経済基盤整備が重点分野となっている。しかしながら、現況では、いま
だに通関手続きや電力供給などにかかる経済インフラが十分に整備されておらず、それによる高い
輸送費用や電力料金が民間セクターを含めた産業振興全体の障害になっており、右関連インフラの
整備が急務となっている。

協力プログラム名

対ルワンダ共和国　事業展開計画

2012
年度
以前

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

ルスモ国際橋及び国境手続円滑化施設整備計画
（本体工事）

無償 18.6

ルスモ国境ワンストップ・ボーダー・ポスト（ＯＳＢＰ）の円滑な
運用のための能力強化プロジェクト

技プロ 1.49

東部アフリカ地域税関能力向上プロジェクト フェーズ2 技プロ 1.7 広域案（EAC5ヶ
国対象）

東部アフリカ地域税関能力向上プロジェクト フェーズ3 技プロ 1.13

変電及び配電網整備計画 無償 24.54

持続的な地熱エネルギー開発推進のための電力開発計画策定支援プ
ロジェクト

開発計画 2.0

効率的な電力システム開発のための電力公社能力向上プロジェクト 技プロ 4.2

電力アドバイザー 個別専門家 0.2

経済基盤整備分野の課題別研修等（8名） 課題別研修他

プロジェクト名 スキーム

経済基盤整備
プログラム

協力プログラム概要
（億円）

備考協力プログラム名

開発課題
（小目標）

経済基盤整備
運輸交通分野では、国際回廊に
繋がる橋りょうなどの整備、通
関手続円滑化（One Stop Border
Post）や税関能力強化などの域
内統合に資するソフト面での支
援も行う。
エネルギー分野においては、発
電・送配電網の整備に加えて、
政策的な提言や施設の運用・維
持管理能力の強化などにかかる
支援を有機的に組み合わせた形
で実施し、分野包括的なアプ
ローチでの協力を行う。



重点分野２
（中目標）

2012
年度
以前

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

灌漑開発アドバイザー 個別専門家 0.2

灌漑アドバイザー 個別専門家 0.2

【現状と課題】
ルワンダは近隣諸国と比してGDPにおける農業セクターの占める割合が高く、農業が重要な産業
である。農業生産量はカロリーベースでの自給を達成しているが、農民の収入は低いままであるた
めに、高収益作物の生産を通じた農家の生計向上が目指されている。そのため、産業を構成する担
い手（農家、仲介業者、卸売業者、加工業者等）の能力向上と、灌漑施設整備や制度の整備が課題
として挙げられる。

協力プログラム名

【開発課題への日本の対応方針】
収益性の高い農業を促進するため、産業の担い手（農家や加工業者などの小規模経
営体）の能力強化に加え、政府組織の能力強化や灌漑などの環境整備を支援する。

支援額

（億円）
備考スキーム

期間

農業開発（高付加価値化・ビジネス化）

開発課題

協力プログラム概要 プロジェクト名

収益性の高い農業セクターを促
丘陵地灌漑整備計画 協準

農業機械化アドバイザー 個別専門家 0.8

東部県農業生産向上計画 技プロ 6.0

小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト 技プロ 5.0

微生物活用支援専門家 個別専門家 0.2

一村一品を通じた中小企業振興支援 個別専門家 0.3

栽培技術 長期研修 0.23

農業セクター中核人材育成 長期研修 0.21

付加価値農業・産業振興分野の青年海外協力隊（22名） JOCV

農業開発分野の課題別研修ほか（13名） 課題別研修他

開発課題
（小目標）

農業開発

付加価値農業・
ビジネス振興
プログラム

収益性の高い農業セクターを促
進するため、産業の担い手（農
家や加工業者などの小規模経営
体）の能力強化に加え、政府組
織の能力強化や灌漑整備など環
境整備を支援する。
担い手の能力強化については、
コメや園芸作物等の高収益作物
の市場志向型農業を小規模農家
に普及するとともに、加工業者
など中小企業に対してビジネス
実施能力強化を行う。
環境整備に関しては、園芸作物
やコメ等の高収益作物の栽培の
基礎となる灌漑施設の整備とと
もに、重要な分野に関する政府
職員の能力強化を図る。



重点分野３
（中目標）

2012
年度
以前

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

第二次地方給水計画 無償 14.35

第三次地方給水計画準備調査 協準

地方給水施設運営維持管理強化プロジェクト 技プロ 6.0

スキーム

【開発課題への日本の対応方針】
安全な水のアクセスの向上に貢献すべく、無償資金協力・技術協力・ボランティア
のスキーム間の相乗効果を意識しつつ、引き続き東部県を中心とした地方給水施設
の整備及び維持管理機能の強化を実施していく。また日本の技術優位性が高い都市
給水の無収水対策について、制度・人材の強化に主軸をおいた支援を検討してい
く。

協力プログラム概要協力プログラム名 プロジェクト名 備考
支援額

（億円）

社会サービスの向上（安全な水の供給）

開発課題

期間

安全な水へのアクセスが国内で
最も劣悪（66.6％、2010/11
年）な東部県において、給水施
設の整備を継続するとともに、

【現状と課題】
ルワンダ政府は、VISION2020において、同国における社会基盤の主要な課題として給水率の向上
（2020年までに100％を達成）や衛生の改善を掲げている。現在、「水衛生政策戦略（2010）」
に基づきその向上に努めているが、現在の数値は74.2％（都市部86.4％、地方部72.1％。2010/11
年）に留まっている。また地方部の給水施設の稼働率は47％（2010/11年）であり、都市部におい
ても一部の地区では恒常的に給水制限が実施されている状況である。

水衛生改善分野の青年海外協力隊（14名） JOCV

社会サービス分野の課題別研修ほか（4名） 課題別研修他

開発課題
（小目標）

安全な水の供給

水衛生改善プロ
グラム

設の整備を継続するとともに、
質の高い給水サービスが継続的
に提供されるよう、給水施設建
設の計画・モニタリングにかか
る能力強化を図る。また、これ
までの東部県における協力で習
得された経験・知識が地方給水
全体の施設運営維持管理におい
て活かされるように、国家レベ
ルでの政策・制度改善に取り組
む。
さらに都市給水においては、我
が国の技術優位性を発揮できる
無収水対策にかかる支援を行
う。
以上をもって地方部及び都市部
における安全な水へのアクセス
の向上を包括的に支援してい
く。



重点分野４
（中目標）

2012
年度
以前

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

教員間の校内相互研鑽強化プロジェクト 技プロ 1.65

トゥンバ高等技術専門学校強化支援プロジェクト フェーズ2 技プロ 7.2

成長を支える人材育成（科学技術教育・訓練）

【現状と課題】
ルワンダは国家開発計画「VISION2020」において知識ベース型経済（Knowledge-Based
Economy）の実現を掲げ、人的資源開発、とりわけ科学技術分野の人材育成に取り組んでいるも
のの、依然、成長を支える人材は質・量ともに不足している。そのため、教育・訓練機会へのさら
なるアクセス拡充と併せて、科学・技術教育及び職業訓練の適正化や質向上を通しての人材育成体
制の構築が課題となっている。

 【開発課題への日本の対応方針】
知識集約型経済の実現に向けて、ルワンダ政府が推進する「科学技術教育」の強
化のため、科学技術社会の基盤となる人材育成にかかる制度及び教育・訓練機関
の強化や産学連携への取組を支援する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

期間
支援額

（億円）

科学技術分野における人材育成
体制の強化を図るため、基礎教
育では、現職教員及び行政官を

備考

開発課題
（小目標）

教育計画モニタリングアドバイザー 個別専門家 0.8

ICT政策及び民間セクター開発アドバイザー 個別専門家 0.8

ＴＶＥＴ機関における産業連携促進アドバイザー 個別専門家 0.8

初中等教育の質的改善 (広島大学大学院) 長期研修 0.23

理数科教師教育強化（鳴門大学） 長期研修 0.06

ICTを活用した社会開発・教育改革の推進できる人材育成
　（神戸情報大学院大学）

長期研修 0.11

科学技術教育・訓練分野の青年海外協力隊（24名） JOCV

科学技術教育・訓練分野の課題別研修ほか（本邦研修18名） 課題別研修他

科学技術教育・訓
練プログラム

育では、現職教員及び行政官を
対象とした国内外での研修など
を通じ、学校レベルでの教員間
活動の活性化、教員研修システ
ムの強化、教育計画・モニタリ
ングの改善による教育の質向上
を目指す。技術・職業教育で
は、拠点となる高等技術教育機
関において産学連携の促進に基
づく技術者の育成を支援しつ
つ、産学連携のモデルを構築・
普及することにより、ルワンダ
の教育・訓練機関における産業
開発に資する科学技術人材の育
成・輩出機能を強化する。

科学技術教育・
訓練の強化



2012
年度
以前

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

障害を持つ元戦闘員と障害者の社会復帰のための技能訓練及び就労
支援プロジェクト

技プロ 2.0

途上国森づくり事業 農林水産省ODA

コンゴ(民)難民に対する緊急支援 マルチ 2.2百万USD 国連児童基金
(UNICEF)経由

スキーム協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

期間
支援額

（億円）
備考

その他

コンゴ(民)難民に対する緊急食糧支援 マルチ 1.7百万USD 国連世界食糧
計画(WFP)経由

コンゴ(民)難民に対する緊急支援 マルチ 2百万USD
国連難民高等
弁務官事務所
(UNHCR)経由

機関難民等への社会統合・コミュニティ開発支援 マルチ 3百万USD 国際移住機関
（IOM）経由

草の根・人間の安全保障無償（３件） 草の根無償 0.26

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝有償勘定技術支援による詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力及び旧来の開発調査）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、
「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「長期研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技
協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、「無償」（＝以下に特記するサブスキームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償）、「草の根無償」
（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、「草の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、実線「―――」（＝実

施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）、黒丸「●」（＝マルチの実施年度）


